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III はじめに   
本研究の目的は、専門職の受注構造を明らかにすることである。本研究では、特許  
事務所の受注を分析の題材とする。本研究の問いは、専門職の受注構造はどのような  
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よって、取引相手を牽制し誘因を引き出すことができる。   
以下では、純粋に取引構造を分析対象にした研究を中心にレビューした。発注か受  
注のいずれか、つまり取引のいずれかにかかわる研究について既存研究をレビューし  
たい。   
























うか。   

















を明らかにした。   
しかし、これらの研究の限界は、受注側を分析に取り入れていない点である。取引  
における一方のみ、すなわち発注側のみを分析している点で限界である。発注側の意  








3Ⅰ分析   
3－1．データ   
データソースは、（1）『企業との関係がすべてわかる特許事務所年鑑2014』（アップ  
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ロード，2014）と、（2）特許情報プラットフォーム（J－PlatPat）、（3）日本弁理士会の「弁  





報プラットフォーム（J－PlatPat）と日本弁理士会の「弁理士ナビ」を用いた。   
3－2．特許事務所の記述的分析   
経営学研究においても、特許事務所はほとんど研究対象になってこなかったため、  

















騨数  代理出願数   設立年 代来者鍼年 弁理士数   
1488．1  76．7  
142l．1  57．7  
10744．0  365．0   
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代表者代理 第一位取引先 第二位取引先 第三位取引先  第一位IPC  第二位IPC  第三位IPC  





1195．6  366．2  177．7  104．8  188．9  
1307．0  269．5  189．8  87．2  148．6  
6596．0  19別．O  1695．0  501．0  910．0   
0．0  10．0  2．0  1．0  24．0  
110．2  85．8  
97．5  7（；．0  
638，0  454．0  
23．0  23．0  
注）アップロード（2014）、特許情報プラットフォームより筆者作成。  






偏差、最大値が大きく、一部の巨大化した特許事務所があることに注意を要する。   
3－3．特許事務所の受注構造   
本節では、さらに詳細に受注構造を分析したい。   
最初に、特定の受注先への依存度が高い特許事務所を分析したい。表2に、上位5  
位までの顧客への依存度が高い5つの特許事務所を示す。  
衷2 上位5位までの顧客への依存度が高い5特許事務所  
酬ヒ 脚脚 t呈 馴先相   即先2位   取引先摘   闘先4位   1…5位  
Ⅰ 高梨特許郊磯雄  Ⅰ00％ キヤノン  オプトメカトロ    キヤノン竃r  キヤノンプレシジョン  
デンソーイ ンターナ  
ショナル アメリカ  
インコーボレーテッド  
3株鵡社アイピックス 99％デンソー   ，数桐品総合デンソーウエーブ 京二機械  
5 r＝；－Jプf筐】際特許言i事務所  98％ 刃ミ芝  TOTO  東芝ライテック   芝浦メカトロニクス  ジャパンデイスプレイ  








く依存している受注構造である‖）。   
では、逆に、主要な顧客を持たない、つまり特定の発注元に依存度が低い特許事務  
所の受注構造はどのようになっているだろうか。表3に、上位5位までの顧客への依  





の依存度が小さいことがわかる。   
表2と表3に示される例は最も極端な二例である。つまり、（1）少数の顧客にはとん  
41   
⑳中本龍市 受注側から見た取引構造  
表3 上位5位までの顧客への依存度が低い5特許事務所  
ギ警 特許醐所1認 収引…ヒ  酬先2頼  嗣…  酬先4総  馴先5位  馴先5位  
コミツサリア ア レ ツアンクェン（ザン  
ヨンウーカンパニー ネルジーアトミー ゾウ）エンタープラ  
リミテッド  ク エ オ ゼネル イズカンパニーリミ  
ジザルタナチイブ テッド  
エムエスエーソー  
Ⅰ吉川国際特許事務欄   7％ ラーテクノロジー  
アーゲー  
ティーシーティーグ  
ローバルリミテッド  タイ ヒョクナム  
コヴイデイエンリミ エルジーエレクトロ  
3 山本秀策特許芝J‡政所 18％ テッドパートナー ニクス インコーポ シャープ  
シップ  レイテッド  
バクスター・イン  









注構造に収束しているわけではないことが分かる13）。   













に分かれる部分で分類することとする。   
その結果、デンドログラムの上から、グループ（1）68件、グループ（2）23件、グルー  
プ（3）9件となる。以下に特徴を説明する。   
グループ（1）は、最も多く、上位100特許事務所の典型的な受注構造である。このグ  
ループの特徴は、上位顧客への依存度が低く、大口顧客を持たずに大きく分散してい  




























析する15）。   





図1 デンドログラム  
筆者作成。   
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4－2．分析モデル  
被説明変数ならびに説明変数は以下の通りである。  
被説明変数   
首位顧客からの受注割合：当該特許事務所の代理出願数のうち、最も受注件数が多  







説明変数   
以下は、受注側、つまり、特許事務所側の要因である。  
・法人種別：当該特許事務所が、特許業務法人として運営されているかどうかを示す   
ダミー変数である】7）。  
・東京都ダミー：当該特許事務所の主たる事務所が東京都にあるかどうかを示す。サ   
ンプルの64％が東京に集中しているためである。  
・支所数：当該特許事務所が持つ支所数である。  
・所属弁理士数：当該特許事務所に主たる事務所として所属している弁理士の総数で   
ある。  
・特許事務所設立年：当該特許事務所の設立年である。  
・IPC分類首位出願率：IPCレベルで見た出願領域のうち、当該特許事務所の最も多   
い出願領域が占める割合である。  
・IPC代替率：特許事務所問で、IPCレベルで最も多い出願領域が重複している割合   
である。  
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・発注側の依存度：発注側の取引量に占める当該特許事務所の発注割合である。   
4－3．分析結果   
表4に相関表、表5に回帰分析の結果を示す。   
モデル1では、特許事務所レベルの説明変数を投入し、モデル2では、代表者個人  
の説明変数を投入した。モデル3は最終モデルであり、発注側の説明変数も投入し  











る可能性がある。   
そして発注側の要因も首位の顧客からの受注割合に影響している。「発注側の取引  
衷4 相関表  
、ド均値 標準f宿題 Ⅰ  2   3   4   5  （〉   7   8   9   tO lI I2   t3  
l督陀顧客からの父子摘i合  ．32   ヱ0  
2法人種別  
3溺三才朋‡；ダミー  






．47    ．52 ．0】   
．63   、49   
，60   Ⅰ．03   
25．85   2Ⅰ．88  
Ⅰ973．OS   24．75   
．Ⅰ5    ．09   
．08    ，05   
．00   l．00  
∴ll  ．二り●●  
【．之3睾♯ ．0（）＊  
叫．53中＝【抽．10  
．22＊＊ ．0（i  
．39＊睾＊【．03  
m、20＊  …．t9＊  
－．38す傘キ ー．06  
10  
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l（）代衣老澄凝年  t9S2．75  t4．22．17  川．27＊＊ ．13  洲．14  月4  ．00  ．09  
Ⅰ＝賦払弁理土  ．52  ．50．0】 ．06  ．05  w．Ot  ．00  ．10  ．旧  
ほ発償例の取引先数  ヱl．7S 13．1t．16  ．0ヰ  叫．14  ．05  叫．02  ．22禽睾 肌．03  
13ぎ己テ郁を】1の総きIi願数  323l．60 2790．】3．45”＊∴t6  ¶．04  m．15  皿．06  ．15  ．06  
Ⅰ4発き盲王制の依存度  ．24  ．24叫．19＊ ．00  ．0（〉  ∴03  ．05 【．2t＊＊ 州．02  
．75＊…  
．丁】●●● ∴いさ●●●  
＊p＜．tO．＝βく．05，＊＊＊〝＜．0】  
筆者作成。  
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表5 回帰分析の結果  
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鵬．42＊＊＊  －．47＊＊＊  －．38＊＊＊  
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場合にも、依存度合いの調整が推察される。   




いるという結果とも整合的である。   










双方の要因を同時に分析した研究がはとんどなかった。   
5－2．限界と将来の研究   




将来的にはサンプルを拡大し一般性を確保する必要がある。   
第二に、分析単位である。特許事務所を分析単位としたが、専門職の場合、個々の  
弁理士の影響も大きい。個々の弁理士の「取引の束」を集めただけのものが特許事務  
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1）発注と受注は概念的に極めて興味深い。英語では、受注者がContractor、発注者は   
Contractee、となる点にも注意が必要である。  
2）特に、日本企業の強さが際立っていた時代には、系列が強さの源泉であるとして組織   
間関係の分析がさかんであった。ただし、そうした分析では出資率や役員派遣、技術指   
導、協力会への参加といった定量データをもとに明らかにしてきたため、取引盈と取引   
構造そのものに注目した研究は両部である。  
3）藤本ほか（1994）は、神奈川県で実施した下請企業の大規模調査を元に二次、三次サ   
プライヤーの受注構造にも言及している。  
4）ただし、本稿ではいったん取引という観点から分析を進めよう。というのも、高山  
（2008）が指摘するように、実務的には価格競争が競争の焦点になっているためである。   
すなわち、取引という論理が流人しており、ボリュームディスカウントや相見撥もりと   
いった慣行が流入し査定されているという実態があるためである。  
5）sllanⅥa（1997）は、（1）自己による統制、（2）コミュニティによる統制、（3）官僚制による   
統制、（4）顧客による統制という四類型を提示し、専門知識の非対称性による交換を制御   
する方法を議論している。  
6）成果物として特許明細番の質は、成果物が引き渡された時点では十分に明らかになっ   
ていない。特に、基礎研究段階の発明であれば、商業化されるまで長期間がかかる。商   
業化され競争相手が出現してからようやく問題が明らかになる場合も多くある。  
7）浅沼（l粥3）が指摘しているように、経済学では、市場では多数の売り手と買い手が   
同質の財あるいはサービスに対してオークションを行うことが仮定されている。  
8）上位100位の所在地は、岐阜県巨件、神奈川県4件、東京都64件、大阪府19件、愛   
知県9件、茨城県1件、兵庫県2件である。また特許業務法人は、43件、特許事務所   
は、56件、株式会社は1件である。この株式会社は、デンソーの子会社として設立さ   
れた株式会社アイピックスのみである。詳細については後述する。  
9）特許事務所の代理出願数を、所属している弁理士数で割ったもの、である。  
10）アイピックスは、上位100位で唯血の株式会社である。1993年にデンソーの知財部門   
から部分的にスピンアウトした。デンソーのように、株式会社を全額出資で子会社とし   
て設立するケースは珍しい。  
11）一方で、発注側の大手企業からすれば、多数の発注先の血つに過ぎない。例えば、キ   
ヤノンや東芝は、自社内に知財部門を抱えており、自主出願も多い。また、三菱電機   
は、多数の発注先を抱えている。つまり、発注先と受注先の構造は非対称である。  
12）少数の顧客にほとんどの受注を依存している場合には、特定の技術領域に集中的に出   
願経験を蓄櫓できるが、受注が途絶えた場合のリスクが大きい。一方で、多数の括客に   
受注が分散している場合には、受注が途絶えた場合のリスクが小さいが、特定の技術領   
域に対して集中的な出願経験を蓄積しにくい。  
13）ただし、これが過渡的な現象なのか経路依存的に継続して見られる現象なのかは継続   
して考察する必要がある。  
14）より評灘lに分けると、（l）代理件数が極めて多い類型と（2）外資系企業からの出願代理が   
多い類型に分けられる。よって後者の場合には、国際業務担当であることを能力として   
蓄積しているのかもしれない。このような傾向は、台湾や中国の特許事務所でも見られ   
る。主として外資系企業の代理出願を担当する場合には、受注割合は小さくなる傾向に   
あり、また、同じ業種の競合企業から受注する例が多い。台湾と中国の事例は、稿を改   
めて論じる。  
15）受注構造という場合には、受注先の数、受注先の属性（企業規模、出願数など）があ   
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号、有意性は同様であり、自由度修正済みR二乗は、0．326であった。  
17）特許事務所は、7割程度が一人事務所とされている（日本弁理士会，2014）。大規模事   
務所はコンサルタントのようなパートナーの組織である。さらに特許業務法人の場合に   
は、継続性の点で、組織としてのメリットがある。  
18）会計士、社会保険労務士、弁護士、コンサルタント、税理士といった様々な士業が専   
門職の集団として事務所を構えている。多くは、個人や少数のパートナーシップによる   
経営であり、その実態はほとんど明らかになっていない。今後、業界ならびに経営、そ   
して専門職コミュニティについて分析が必要な領域である。  
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